
稼働中原発に初の運転差し⽌め 

国と電⼒会社は司法の判断を受け⽌めよ 
 

 ３⽉９⽇、⼤津地⽅裁判所は、関⻄電⼒・⾼浜原⼦⼒発電所３、４号機に対し運転差し⽌

めを命じる仮処分を決定した。原発から 70 キロメートル以内に住む滋賀県の住⺠らが申し

⽴てたもので、初の稼働中原発への運転停⽌命令となる。 

 住⺠側は新規制基準⾃体に不合理性があるとした上で、同基準に依拠した関電による安全

対策は有効でないと主張。決定⽂では、関電の主張や説明の範囲では「このような備えで⼗

分であるとの社会⼀般の合意が形成されたといってよいか、躊躇せざるをえない」と⾔及し、

不⼗分だとした。 

 また、避難計画においても、決定⽂において「この避難計画をも視野に⼊れた幅広い規制

基準が望まれるばかりか、それ以上に、過酷事故を経た現時点においては、そのような基準

を策定すべき信義則上の義務が国家には発⽣しているといってよいのではなかろうか」と⾔

い切るなど画期的な判決となった。そして、地裁は福島第⼀原発事故を踏まえた過酷事故対

策や外部電源に依拠する緊急時の対応⽅法の問題点、耐震性能決定における基準地震動策定

の問題点で危惧すべき点があり、津波対策や避難計画も疑問が残るなど⼈格権が侵害される

恐れが⾼いにもかかわらず関電は説明を尽くしたとは⾔えないと断じた。 

そもそも原発は、徹頭徹尾、他者に犠牲を押しつけるものである。平常運転時の労働でも

下請け・孫請け労働者が被曝を強いられている。発電所や核燃料サイクル施設は、決して都

会には作ることができず、過疎地に押しつけられている。なおかつ、原⼦炉が⽣み出す放射

性物質は現在の科学では無毒化することができず、放射性廃棄物の処理⽅法も定まっていな

い。このような発電⽅法を選択すべきではなく、私たちの脱原発を求める主張の根源には、

この問題がある。 

私たち京都府保険医協会は、⼈々の⽣命と健康を守る医療団体の⽴場から、⼤津地裁の判

決を⾼く評価するとともに、関⻄電⼒をはじめとした電⼒会社、そして国においてもこの内

容を真摯に受け⽌め、原発再稼働を断念するよう強く要請する。そして、すべての⼈たちの

⽣命を守るという政治の原点に⽴ち戻り、エネルギー政策を⾒直すよう強く求める。 
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